
平成19年度　大分市決算状況     コ  ー  ド 番  号   ４ ４ ２ ０ １ １  市  町  村  類  型

    市   町   村   名   大     分     市  19年度交付税種地区分 　　  １　－　６

  国   12 年 454,424 人      国    12 年 174,521 世帯  区  分  第 1 次  第 2 次    第 3 次    区      分   決 算 額  構成比 増減率   経常一般      区          分   決 算 額  構成比  増減率 充当一般財源 充当経常一般財源  経常収支

  17 年 462,317 人    17 年 183,458 世帯就  12年 5,186 人 55,328 人 152,016 人       千円　　  ％ 　　  ％   財源  千円       千円　　  ％ 　　  ％         千円   千円  比率 ％

  調  増減率 1.7%      調    増減率 5.1  ％ 業  国調 2.4 ％ 26.0 ％ 71.6 ％ 80,466,638 52.3 6.4 75,653,476  人       件       費 32,960,632 22.3 △ 7.4 31,639,126 30,852,745 33.0

19・3・31 464,018 人 面積（k㎡） 人  17年 5,507 人 49,202 人 159,872 人 1,957,219 1.3 △ 61.2 1,957,219  う ち 職 員 給 22,629,036 15.3 △ 3.2 21,458,313 21,408,406 22.9

20・3・31 466,886 人 501.25 922 318,252 口  国調 2.6 ％ 22.9 ％ 74.5 ％ 252,774 0.2 30.5 252,774  扶       助       費 28,957,026 19.6 6.3 10,535,357 9,726,604 10.4

168,089 0.1 16.3 168,089  公       債       費 21,687,313 14.7 5.1 20,528,670 20,527,471 22.0

93,933 0.1 △ 8.8 93,933  元 利 償 還 金 21,676,561 14.7 5.1 20,517,918 20,516,719 22.0

千円 千円 4,762,829 3.1 △ 0.7 4,762,829  一時借入金利子 10,752 285.4 10,752 10,752

 1  歳   入   総   額　Ａ 115,858 0.1 △ 2.7 115,858  義務的経費　計 83,604,971 56.6 4.3 62,703,153 61,106,820 65.4

545,855 0.3 △ 3.8 545,855  物       件       費 13,588,065 9.2 △ 1.5 11,241,735 9,767,803 10.5

 2  歳   出   総   額  Ｂ 506,289 0.3 △ 72.5 506,289  維   持   補   修  費 1,378,012 0.9 △ 0.7 906,271 906,271 1.0

5,449,759 3.5 △ 20.6 4,376,748  補    助    費    等 5,490,763 3.7 11.4 4,891,465 3,082,035 3.3

 3  歳入歳出差引額(Ａ－Ｂ)Ｃ 4,376,748 2.8 △ 23.3 4,376,748  繰       出       金 14,932,885 10.1 1.6 13,396,165 12,342,091 13.2

 翌年度へ繰り越すべき 1,073,011 0.7 △ 7.1  投資及び出資金・貸付金 3,482,692 2.4 45,442 27,435

 4  財源          　    Ｄ 94,319,243 61.3 △ 1.0 88,433,070  積       立       金 429,297 0.3 41.9 327,166

114,435 0.1 0.4 114,435

 5  実 質 収 支(Ｃ－Ｄ) Ｅ 1,361,316 0.9 4.8  投   資   的   経   費 24,793,220 16.8 1.8 8,107,841

2,701,643 1.8 △ 12.6 192,513  う ち 人 件 費 365,407 0.2 1.8 326,744

 6  単  年  度  収  支  Ｆ 450,178 0.3 △ 3.0  普通建設事業費 24,464,306 16.6 1.4 7,974,599

20,300,735 13.2 1.8  内  補     助 7,916,730 5.4 △ 3.4 638,008 経常一般財源（分母）

 7  積    立     金     Ｇ 25,304 1.2 25,304  訳  単　　 独 16,547,576 11.2 3.9 7,336,591

6,014,943 3.9 35.2  災害復旧事業 328,914 0.2 43.1 133,242 うち経常一般財源

 8  繰  上  償  還  金  Ｈ 514,998 0.3 89.5 8,177  失業対策事業

33,876 △ 54.6 うち減収補てん債特例分

 9  積立金とりくずし額   Ｉ 12.0% 14.4% 3,074,327 2.0 3.1

 実質単年度収支 145.1% 5,042,073 3.3 △ 3.3 うち臨時財政対策債

10 　(Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ)    Ｊ 4,906,198 3.2 14.8 31,619

14,891,361 9.7 6.4

    事     業     名 資金不足   実質収支額 153,750,630 100.0 1.5 88,805,118      合          計 147,699,905 100.0 0.9 101,619,238

比率 千円   の繰入額  千円

国民健康保険特別会計 △ 1,619,438 3,230,574 50 ラスパイレス指数    区      分   決 算 額  構成比 増減率 超過課税分 徴収率    区        分   決 算 額  構成比  増減率 一般財源等

老人保健特別会計 △ 741,081 3,147,918 9        千円　　  ％ 　　  ％ 収入済額千円     ％        千円　　  ％ 　　  ％         千円

介護保険特別会計 157,617 3,249,742 46  職 員 数  １人当り平均  普    通    税 73,017,030 90.7 6.9 1,428,367 95.8 922,651 0.6 0.3 921,829

交通共済事業特別会計 95,119 1 人 給料月額 円  個 人 分 22,594,720 28.1 22.8 95.0 14,499,326 9.8 △ 6.9 12,876,465

高崎山自然動物園事業 40.7% △ 104,779 76,739 3,040 349,406  法 人 分 10,211,151 12.7 1,428,367 98.3 44,038,788 29.8 5.1 23,467,915

公共下水道事業 - 5,055,565 96   うち技能労務職 621 367,348  固定資産税 36,164,516 44.9 1.1 94.4 15,429,802 10.5 5.6 9,983,403

公設地方卸売市場事業 - 37,134 11   うち消防職 451 340,508  軽自動車税 748,649 0.9 5.1 92.3 210,172 0.1 0.5 49,721 18,864,845 12.3%

農業集落排水事業 - 87,593 177 407,726  市たばこ税 3,280,459 4.1 2.1 100.0 1,850,224 1.3 △ 15.8 1,181,769

上水道事業（法適） - 5,294,060 589,936 257  特土地保有税 17,535 34.4 18.2 4,164,359 2.8 △ 2.6 1,501,195 88,805,118 57.8%

3,217 23,460,393 15.9 △ 4.8 13,460,957

4,735,572 3.2 △ 15.2 4,536,763 107,669,963 70.0%

 改正実施  １人当り平均  目    的    税 7,449,608 9.3 2.2 94.5 16,372,240 11.1 4.7 12,977,158

 年 月 日  給料(報酬) 円  入  湯   税 13,392 1.7 100.0 328,914 0.2 43.1 133,242 46,080,667 30.0%

 8・ 4・1 1,134,000  事 業 所 税 2,623,054 3.3 2.8 98.7 21,687,464 14.7 5.1 20,528,821

 8・ 4・1 905,000  都市計画税 4,813,162 6.0 1.9 92.3 98,551,247 64.1%

 教    育    長  8・ 4・1 793,000

うち市有財産整備基金  議  会  議  長  8・ 4・1 766,000    合      計 80,466,638 100.0 6.4 1,428,367 95.0    合      計 147,699,905 100.0 0.9 101,619,238 55,199,383 35.9%

 議 会 副 議 長  8・ 4・1 695,000    加   入   世   帯   数 78,015   世帯    被 保 険 者 1 人 当 り 保 険 税 調 定 額 91,529      円

 8・ 4・1 641,000    被   保   険   者   数 136,467    人    被  保  険  者  １  人  当   り  費   用 332,405      円

(10,217,890)    一世帯当り保険税調定額 160,106    円    保      険      税      徴     収     率 75.0 　　 ％

-

中核市

区分 平成19年度 平成18年度

分担金・負担金

16.6%

前 年 度 繰 上 充 用 金

経常経費充当一般財源（分子）

性質別歳出

93,376,779

連結実質赤字比率

87,232,455

歳　　　入産業構造

区分

指標　等

標準財政規模

小計

交通安全交付金

0.922

3,404,661

財政健全化判断比率

実質赤字比率

手数料

国庫支出金

国有提供交付金

県支出金

-

12,712,873

区分

0.890

88,634,586

基準財政需要額

基準財政収入額

標準税収入額

89,043,193

財政力指数

204,538,967

（一般会計）

人　　口

18年度末現在高（千円）

5,868,318

2,507,100

12,218,782

4,337,455

20,594,200

世帯数

201,766,827

10,093,409

債務負担行為額

起債制限比率

実質収支比率

特別職

公債費比率

公債費負担比率

693

500,000

12.2%

17.0%

30,681,343

2.32.3

19.1%

12.2%

24,359,691

5.1%

18.0%

93.4%

使用料

目的別  歳出

64,870,432

84,666,445

自動車取得税

普通

特別

63,526,678

82,928,511

利子割交付金

配当割交付金

千円

68,481,872

千円

平成19年度 平成18年度

68,264,983

人口集中地区人口(人)人口密度(人)住民基

本台帳

   　基 金 の 名 称

決算収支の状況

19年度末現在高（千円）

151,466,745

146,424,672

5,042,073

基金の状況

5,454,730

902,655

23,487

諸支出金

繰入金

繰越金

財産収入

寄附金

諸収入

合計

地方債

災害復旧費

公債費

地方特例交付金

88,805,118

1,167,000

株式等譲渡所得割

地方消費税交付金

ｺﾞﾙﾌ利用税交付金

地方交付税

地方税

地方譲与税

前年度繰上充用金

減税補てん債、臨時財政対策債除く

経常収支比率

一般財源（額・構成比）

自主財源（額・構成比）

依存財源（額・構成比）

特定財源（額・構成比）

財源等

経常一般財源（額・構成比）

臨時一般財源（額・構成比）

労働費

農林水産業費

98.2%101.3

議会費

総務費

民生費

商工費

土木費

消防費

   区      分

   合      計

 臨  時  職  員

 教 育 公 務 員

 一  般  職  員

市
民
税

衛生費

 市       町       村       税

教育費

(13,060,265)

平成19年度 平成18年度

国保会計の状況

  普通会計から

一般職員等

公営事業会計等の状況

職員
数人

6,079

91,304

700,000

△ 15,547

主要3基金【財調+減債+市
有 】

財政調整基金

減債基金

5,391,805

1,519,800

その他　基金 11,046,926

計

3,181,804

17,958,531

489,998

153,750,630

147,699,905

6,050,725

595,995

426,835

4,552,075

587,070

実質公債費比率

 市          長

6.1%

 議  会  議  員

現債高倍率

地方債現在高

職員給等

平成18年度

将来負担比率

100.5

平成19年度

 助          役

   区      分


